
三位一体改革に係る地方六団体の提案概要

児童関係の移譲対象補助金 ４，４７５億円
（厚生労働省全体 ９，４５４億円）

（注）金額は16年度予算額。施設整備は16年度実施計画額

・私立保育所の運営費

２，６６５億円

・延長保育、休日保育、夜間保育、
一時保育等 ４５４億円

・保育所等の施設整備費

２４４億円

※ 児童手当国庫負担金、児童扶養手当給付諸費、小児慢性特定疾患
治療研究費、未熟児養育負担金及び母子寡婦福祉貸付金を除いた全
ての地方向け国庫補助負担金が対象とされている。

・子育て支援対策 ２６０億円

・不妊治療対策 ２７億円

・周産期医療ネットワーク整備、

周産期医療施設の運営費等
１５億円

・ １歳６か月児・

３歳児の健康診査 １４億円

・児童養護施設等の措置費
６１５億円

・児童虐待対策 １０６億円

・母子家庭の自立支援事業

４９億円

・売防法、ＤＶ法に基づく女性保護、
婦人相談所の運営費

２６億円

参考 ５



待機児童数の地域間の偏在
（都道府県別人口１万人当たり待機児童数　１６．４．１）

0

1

2

3

4

5

北

海

道

青

森

県

岩

手

県

宮

城

県

秋

田

県

山

形

県

福

島

県

茨

城

県

栃

木

県

群

馬

県

埼

玉

県

千

葉

県

東

京

都

神

奈

川

県

新

潟

県

富

山

県

石

川

県

福

井

県

山

梨

県

長

野

県

岐

阜

県

静

岡

県

愛

知

県

三

重

県

滋

賀

県

京

都

府

大

阪

府

兵

庫

県

奈

良

県

和

歌

山

県

鳥

取

県

島

根

県

岡

山

県

広

島

県

山

口

県

徳

島

県

香

川

県

愛

媛

県

高

知

県

福

岡

県

佐

賀

県

長

崎

県

熊

本

県

大

分

県

宮

崎

県

鹿

児

島

県

沖

縄

県

待

機

児

童

数

（
人

口

１

万

人

あ

た

り

）

16.5

保育所の待機児童の地域格差

○ 「待機児童ゼロ作戦」に基づき、保育所、

預かり保育等を活用し、受入児童数の増加
（平成14年度：5.4万人 平成15年度5.8万人）
を図っているが、都市部を中心として根強い
保育需要が存在し、本年４月において２万４
千人の待機児童が存在。
○地域間の偏在も大きく、全待機児童の８割が

５０人以上の待機児童を抱える９５市町村に
存在。

（参考）全待機児童に占める割合
待機児童数上位３０市町村 ：４９％
待機児童が５０人以上の９５市町村：７７％

現状

○国の基本政策として、少子化対策に強力に取り組むことが必要。
○特に保育対策は少子化対策の中核であり、待機児童の解消に向けて、国が推進する
「待機児童ゼロ作戦」に基づき、引き続き国が責任を持って保育所の整備等を推進してい
くことが必要。

国の存立にも関わる少子化問題にしっかり対応していくためには・・・国の存立にも関わる少子化問題にしっかり対応していくためには・・・





保護者の所得状況に応じて、保育料
等を減免する「就園奨励事業」を行
う地方公共団体に対し、所要経費の
一部を補助

事 業 の 概 要

幼稚園就園奨励費補助金 平成１６年度予算額 １８１億円

補 助 金 の 廃 止

就 園 奨 励 事 業 が 縮 小

保 護 者 負 担 が 増 大

影

響

・小学校以降の教育への
多大な影響
・幼稚園での教育機会を失えば、
小学校以降の生活や学習、感性
の発達に多大な影響

・少子化対策に逆行
・保護者への経済的負担が増大す
れば、出産・育児へのためらい
から、急速な少子化が懸念

・園児の８割が私立幼稚園に通園
しており、保育料等が高額とな
れば、就園できない幼児が増加

・幼児教育の衰退

・入園者が減少すれば廃園となる
園が増加し、幼児の教育機会が
損失



保護者の所得状況に応じて経済的負担を軽減するとともに、公・私立幼
稚園間の保護者負担の格差を是正を図ることを目的として、保育料等を
減免する「就園奨励事業」を実施する地方公共団体に対して、所要経費
の一部を補助する

事 業 の 概 要

平成１６年度予算額 １８１億円

幼稚園就園奨励費補助金

保育料等の平均的な補助額及び保護者負担額のイメージ

補 助 内 容

就 園 奨 励 金 保護者負担額
（公立幼稚園）

入園料・保育料の平均 ７５,０００円(年額)階 層 区 分 年収 区分

20,000 55,000 (1.0)生活保護世帯 第１子 円 円
290 42,000 33,000 (0.6)市町村民税非課税世帯 万円 円 円第２子

64,000 11,000 (0.2)市町村民税所得割非課税世帯 以下 円 円第３子以降

（私立幼稚園）

入園料・保育料の平均２８１,０００円(年額)階 層 区 分 年収 区分
137,700 143,000 (1.0)生活保護世帯 第１子 円 円

196,000 85,000 (0.6)－ 円 円第２子
253,000 28,000 (0.2)市町村民税非課税世帯 第３子以降 円 円

104,900 176,000 (1.0)第１子 円 円
290 176,000 105,000 (0.6)市町村民税所得割非課税世帯 万円 円 円第２子

246,000 35,000 (0.2)以下 円第３子以降 円
80,400 201,000 (1.0)市町村民税所得割課税額 第１子 円 円

360 161,000 120,000 (0.6)万円 円 円第２子
241,000 40,000 (0.2)8,800円以下 以下 円 円第３子以降

56,500 224,000 (1.0)市町村民税所得割課税額 第１子 円 円
680 147,000 134,000 (0.6)万円 円 円第２子

237,000 44,000 (0.2)102,100円以下 以下 円 円第３子以降

事 業 の 流 れ

文部科学省 市 町 村 保 護 者

補 助 金 就園奨励金

1/3補助 2/3負担
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